
Résumé

Purpose: The purpose of this study was to examine the future direction of university

library services by conducting a survey on forecasted library service expenditures for the next

10 years at university libraries around the world.

Methods: The survey was conducted from July to November 2005. A total of 748 university

libraries with collections of 1,000,000 volumes or more in 66 countries, were invited to

participate in the survey by e-mail. The respondents used an online form to answer questions

on expectations about expenditures over the next 10 years in the 12 service fields included in

the questionnaire. Responses were received from 105 universities in approximately 20 coun-

tries, a response rate of 14.0�.

Results: Many respondents considered “provision of external scholarly resources in elec-

tronic format” and “provision of internal resources to external cliants” to be important fields of

service over the next 10 years.
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I. は じ め に

A. 現在の大学図書館を取り巻く環境の変化

1990年代から今日にかけて� 世界の大学図書
館を取り巻く環境は大きく変化した� 情報技術の
急速な発達による高度情報化社会への移行� 情報
技術の進歩によるボ�ダ�レス化� 生涯教育社会
への移行など� 社会の変革が進む中で� 社会が大
学に求める役割も変化している�
社会の変化に伴い世界各国で進む大学改革の流
れの中で� 大学図書館もまた� その存在意義や担
うべき役割について再定義を迫られている� 国内
においても国立大学法人化に代表される大学改革
が進行中であり� 大学図書館に関する政策面では
�大学図書館における電子図書館的機能の充実�
強化について �建議�	 �学術審議会� 1996�1) や
�学術情報発信に向けた大学図書館機能の改善に
ついて �報告書�	 �文部科学省� 2003�2)などが策
定された� 2006年 3月に公表された �学術情報
基盤の今後の在り方について �報告�	 �文部科学
省�3) では� 大学図書館を学術情報基盤の中核と
位置づけ� 学術情報基盤に大きな影響を及ぼす社
会環境の変化として� 情報技術の発達と大学改革
の流れを重点的に取り上げている�

1. 情報技術の発達と大学図書館への影響
近年急速に普及したコンピュ�タやネットワ�
クは� さまざまな業務の飛躍的な高速化�効率化
を可能にし� コミュニケ�ションにおける時間
的�空間的制約を大幅に減少させるなど� 社会の
情報基盤の高度化をもたらした� 学術分野におい
ても� デ�タベ�スや電子ジャ�ナルなど学術情

報の電子化が進み� ネットワ�クの発達による研
究�教育活動の変容も著しい3)� 学術情報を主た
る対象とする大学図書館においても� 電子情報源
やオンラインサ�ビス等が必須のものとなりつつ
あり� 大学図書館における資料収集やサ�ビスの
枠組みは大きく変化している�
コンピュ�タやネットワ�クを用いれば情報の
発信も容易であることから� 個人や一般企業� 政
府機関など� 情報生産の専門家でない者でも情報
の生産者となることが可能になった� さらに� 国
際情報基盤として世界中に普及したインタ�ネッ
ト上の情報には� 国を超えていつでもどこからで
もアクセスが可能である� 情報技術の発達と普及
は� 国境や情報の生産者�受信者の区別といった
これまで明確であった境界線をあいまいにし� 社
会のボ�ダ�レス化を促進している� 従来� 大学
図書館の存在意義は� 学術情報流通の拠点として
の役割を担うことにあった� しかし現在では� 学
術情報サ�ビスの分野に図書館の機能を 
競合�
補完�あるいは凌駕�4) する図書館以外のサ�ビ
スプロバイダ�が参入し� 図書館を通すことなく
求める情報を入手することが可能となるなど� 学
術情報流通の拠点という大学図書館の存在意義は
揺らぎつつある� このような厳しい状況におい
て� 大学図書館には� 図書館の担うべき役割を根
底から問い直し� 変化に対応することが要求され
ている�

2. 大学改革の流れ
国内における近年の大学改革のうち最も大きな
ものとしては� 国立大学の法人化が挙げられる�
1990年代以降の行政改革の流れの中で� 国立大
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学の法人への移行が政府の検討会議の中で議論さ
れてきたが� 2003年 7月の第 156回国会におけ
る国立大学法人法成立を受け� 再編�統合を経て
2004年 4月に 89の国立大学法人が誕生し
た5), 6)� �自律性�と �効率性�を原理として進めら
れてきた法人化であるが� 前掲 �学術情報基盤の
今後の在り方について �報告�	 (2006)3)では� 法
人化によるさまざまな変化のうち� 特に財政緊縮
化傾向により� 学術情報基盤整備にマイナスの影
響が出始めている事が指摘されている� 私立大学
や公立大学でも� 少子化による深刻な定員割れや
地方財政の悪化などにより経営難に陥っている大
学が少なくない� その一方で� 大学や学科の新
設�増設が進み� 国公私立間の学生確保競争が激
化している� さらに �21世紀 COEプログラム�
や大学評価等において第三者評価による競争原理
が導入されるなど� 大学における �大学淘汰� の
流れが本格化している6)�
また� 2000年の大学審議会答申 �グロ
バル
化時代に求められる高等教育の在り方について
�答申�	7) は� �各国におけるグロ
バル化に対応
した教育改革がなお一層進展しており� 欧米諸国
をはじめとする諸外国の大学においては� グロ

バル化に適応する高等教育システムの構築を目指
して� 教育内容の見直し� 情報通信技術の活用を
はじめとする様�な新機軸の検討が開始されつつ
ある
 と指摘し� 大学教育における情報通信技術
の活用や� 教育課程�学生�教員といった大学の
さまざまな面における国際交流など� 国際的なグ
ロ
バル化の流れに対応した我が国の大学改革の
推進を提言している� 既に海外においては� 国境
を越えた学生募集や優れた卒業生の雇用といった
人材確保競争や� インタ
ネットを利用した全世
界に向けた授業の配信など� 大学の活動の急速な
グロ
バル化が進んでいるという6)�
このように世界各国で大学改革が進む中で� 大
学改革による競争原理と効率化の導入による問題
点も生じている� 新たな教育体制の整備のための
人員や予算が必要であるにもかかわらず� 効率化
による人員や予算の削減などにより経営資源は減
少しており� 大学経営は厳しい状況に立たされて

いる� 大学図書館においても� グロ
バル化の進
展や電子情報源とネットワ
ク環境の普及� 地域
開放など社会貢献への期待の増大によりサ
ビス
が拡大する一方で� �企業的努力� や �図書館経
営� の考え方を持つことが強く求められ8)� 人員
や予算が減少しているという厳しい状況にある�

B. 10年後の大学図書館サ�ビスを考える意義
1. 図書館サ
ビスの定義
�図書館ハンドブック�第 6版	によれば�図書
館サ
ビスは� �情報資源へのアクセスを保障し�
利用者のあらゆる資料要求� 情報要求を充足する
という図書館の基本的機能を実現するための諸活
動である
9) と定義される� 図書館サ
ビスとい
う語は� 広義には� 資料の収集� 組織化� 保存な
どのテクニカルサ
ビスと資料�情報の利用�提
供を行うパブリックサ
ビス �利用者サ
ビス�
とを含む概念であるが� 狭義にはパブリックサ

ビス �利用者サ
ビス� だけをさして使われるこ
とが多い9)� 本研究においても� 図書館サ
ビス
は狭義のパブリックサ
ビス �利用者サ
ビス�
の意味で用いる�

2. 大学図書館におけるサ
ビスの意義と現状
Bucklandは �図書館の主たる目的は� 情報に
アクセスしたいとする利用者に対し� 必要なサ

ビスを提供することにある
 と述べている10)� 大
学図書館においても� Van Bentumらが� 大学図
書館はサ
ビスの提供を中心業務としなければな
らないと主張している11)� これらの表現が示唆す
るように� 大学図書館のあらゆる業務はサ
ビス
を提供するためのものであり� サ
ビスの提供が
大学図書館の存在意義とも言える�

Bucklandはまた� 図書館サ
ビスの基本原則
は� 文献へのアクセスを容易にすること� 図書館
の帰属する組織の使命やサ
ビス対象者の活動を
支援すること�の 2点にあるとした10)� �図書館の
帰属する組織の使命やサ
ビス対象者の活動を支
援すること� は� 大学改革の流れに伴う大学図書
館の改革において従来以上に重要視されるように
なった� Akeroydも �場所から機能へ� 蔵書中心
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から利用者中心へ� と述べ� 将来の大学図書館が
向かうべき一つの方向として� サ�ビスの対象と
なる利用者をサ�ビスの中心に据えることを挙げ
ている12)�
�文献へのアクセスを容易にすること�は�情報
技術の発達とネットワ�クの普及による �電子図
書館� 化の推進により飛躍的に向上し� 今後もさ
らなる発展が見込まれている13)� 学術審議会の
�大学図書館における電子図書館的機能の充実�
強化について 	建議
� (1996)1)において� 大学図
書館は �学術研究情報の主要な生産拠点である大
学の活動を支える基盤的施設であり� 学術情報の
集積機能と発信機能双方において� それが果たす
べき役割が極めて大きい� と位置付けられ� 大学
図書館の機能強化は学術研究情報流通体制の整備
において最も重要で緊要性を持つ課題とされてい
る�また� Spiesは�先進国の図書館におけるこの
10年間の �大きなパラダイム転換� として� �図
書の管理人からサ�ビス重視の情報プロバイダ�
へ�� �閉鎖的なコレクションから壁のない図書館
へ�� ��念のための備え� から �必要なものを必要
なときに� へ�� �内部処理から外注へ�� �地域
サ�ビスからグロ�バル�サ�ビスへ�� �みんな
の行く図書館からみんなのところにやって来る図
書館へ� という 6点を挙げ� 大学図書館の新しい
あり方を示唆している14)� このように� 社会� 大
学� 大学図書館を取り巻く環境の変化は� 大学図
書館におけるサ�ビスをより発展させる重要な機
会をもたらしている�
しかし� 特に国内においては� 大学図書館サ�
ビスの現状についてさまざまな批判がある� 倉田
らは� 日本の国公立大学図書館を対象に行った
�大学図書館の将来像に関する意識調査� (1989)

の結果を受けて� 研究者や学生をはじめとする利
用者に対する情報提供サ�ビスが� 将来の大学図
書館において �基本的で重要な機能�役割であ
る� ということが大学図書館員の間で認識されて
いないのではないか� と述べている15)� 逸村は
�大学図書館の評価と今後� (1993)で �大学図書
館が� 学生院生による短期集中型文献収集とい
う� 学内消費者へのサ�ビス機能の視点から充実

されてきた形跡は� ほとんど見当たらない� 大学
教授が公的予算で購入した書物の� 使用後の置き
場所に大学図書館がなりはてている感さえある�
と述べ� 大学図書館経営におけるサ�ビス中心の
視点の欠如を指摘した16)� その後の電子情報環境
の急速な発展や大学改革の流れにより� 地域開放
や開館時間の延長� デ�タベ�スや電子ジャ�ナ
ルの提供といったサ�ビス改善は進んでいる� し
かし� 2002年の �学術情報の流通基盤の充実に
ついて 	審議のまとめ
�17)において課題とされた
�電子ジャ�ナル等の体系的な収集�や �大学等か
らの学術情報発信機能の強化�� 松村 (2002)18)や
有川 (2004)19)が指摘する学習図書館機能や電子
図書館機能のさらなる充実の必要性� 池内
(2004)20)が �新しいサ�ビス� として要望する教
員� 学生� 市民へのサ�ビス充実など� 新しい技
術の導入や利用者の大学図書館に対する要求の高
まりには� 今なお十分に対応しきれていないとい
う現状がある�

3. 10年後の大学図書館サ�ビスを考える意義
1990年代までの文献では�約 20年後の大学図
書館員の役割を予測した Otto (1982)21)の調査�
30年後までを予測した倉田ら (1989)15)� および
樋口 (1990)22)の調査� 30年後の大学図書館像を
図書館システムやサ�ビスなどさまざまな側面か
ら描く �電子図書館時代へ向けての大規模図書館
の未来像� (1996)23)など� 比較的長期の予測が行
われている� しかし近年の研究では� Feretと
Marcinekの調査 (199924), 200525))や� 設問の一
部ではあるが Baruchson-Arbibと Bronsteinの
調査 (2002)26)など� 10年程度の将来予測にとど
まっている� また� 本研究では� 図書館において
5年から 10年程度の中期的な将来計画策定に実
際に携わる人
が直面している問題を解決する助
け10)となるような将来予想を示すことを目的とす
る� そこで� 本研究における調査では� 将来予想
の範囲として �10年後� を用いることとした�

II. 先行研究

大学図書館の将来に関する文献には� 各種の要
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望や提言� 政策� 大学図書館のビジョンステ�ト
メント (vision statement)� 数量的または質的な
手法を用いた予測調査など� さまざまな性格のも
のが存在する� ここでは� 大学図書館の将来に関
する予測調査の事例を概観するとともに� それら
の調査に残された課題を明らかにする�

A. 大学図書館の将来を主題とする文献と先行研

究

大学図書館の将来に関する予測調査は� その手
法によりいくつかに分類することが可能である
が� ここでは比較的多くの事例が見られるデル
ファイ法を用いた研究を中心に取り上げる�

1. 大学図書館の将来に関する代表的な研究手法
a. Morrisonの分類
未来を研究する予測調査の手法については�

Morrison27)が分類を行っている� 樋口22)は�
Morrisonの分類のうち大学図書館の将来に関す
る調査研究に実際に応用されたものとして� 数量
的方法ではトレンド外挿法と数学モデルの応用
を� 質的方法ではシナリオ�ライティング法とデ
ルファイ法を挙げ� それぞれの調査法について調
査例を紹介している� 過去の統計デ�タをグラフ
化�分析してその傾向を探るというトレンド外挿
法の調査例としては The past and likely future

of 58 research libraries, 1951�1980 (1965�
1973)28)を� 数学モデルの応用としては Burrell

(1985)29), Brooks (1986)30), 岸田ら (1987)31)の研
究� シナリオ�ライティング法の例としては
Licklider (1965)32), Lancaster (1978)33)の研究�
デルファイ法の例としては Borko (1973)34), Otto

(1982)21)の研究などを� 主なものとして挙げてい
る�
b. デルファイ法による未来予測
このような未来を研究する予測調査の手法のう
ち� 樋口は特にデルファイ法に着目し� デルファ
イ法の定義や歴史� 図書館�情報学分野における
デルファイ調査について概説している� デルファ
イ法とは 1950年代に開発された調査手法で� 主
に未来予測や長期的計画策定において用いられ

る� 調査しようとする分野の専門家の中から選定
された調査対象者群に対して質問紙法やインタ
ビュ�により行われるもので� 集計された回答と
コメントを同じ対象者群に示し� 再度同じ質問を
する� という手続きを反復することにより対象者
群の意見を集約し� 平均的な意見を得ようとする
点に特徴がある22), 35), 36)� 樋口によると� 1970年
代以降� 図書館�情報学分野においてデルファイ
法による研究が盛んに行われるようになった� 図
書館学教育に関するものをはじめ� 専門図書館�
公共図書館� 学校図書館など多様なテ�マでさま
ざまなデルファイ調査が行われている22)� 特に有
名なデルファイ調査としては� 電子社会における
研究図書館の役割に関する一連の研究の一環とし
て Lancasterらが行った出版の未来についての
予測調査 (1980)37)がある� 大学図書館の将来に
関するデルファイ調査としては� Ottoによる大
学図書館のパブリックサ�ビスと図書館学教育に
関する研究 (1982)21)や� 大学図書館そのものを
対象とした調査ではないが� 大学図書館の将来に
関わるものとして� 1996年と 2010年の図書館
における情報技術の利用範囲を調査した
Koskialaと Huhtanenによる研究 (1989)があ
る38)� また� デルファイ調査ではないが� デル
ファイ法の質問形式を参考にして行われた研究と
して� 日本の大学図書館長らを対象に大学図書館
の将来に対する意識調査を行った倉田らの研究
(1989)15)がある� 第 1表に� 大学図書館の将来に
関する主要なデルファイ調査をまとめた�

1990年以降に発表されたものとしては� 大学
図書館関係者を対象に大学図書館の将来に関する
意識を調査した樋口の研究 (1990)22)� 英国の医学
図書館における情報サ�ビスに関する研究の優先
事項を決定するための Dwyerの調査 (1999)39)�
2005年における大学図書館の役割と大学図書館
員に必要とされるスキルを予測した Feretと
Marcinekの調査 (1999)24)� 大学が行う遠隔教育
に図書館サ�ビスを対応させる戦略を探るため�
学 生 に 対 し て 行 わ れ た Bremnerの 調 査
(2000)40)� 情報技術が変化する中で将来の図書館
や専門家像を予測するため図書館�情報学の専門
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家 を 対 象 に 行 わ れ た Baruchson-Arbibと
Bronsteinの調査 (2002)26)� Web上の学術情報
収集基準策定過程の一環としてデルファイ法を用
いた Nicholsonの調査 (2003)41)� 大学の教養教
育の一環として行う図書館利用教育の構成を決定
するために行われた Dalrympleと Howzeの調
査 (2004)42)� FeretとMarcinekに よ る� 上 記
(1999)の検証および 2015年における同様の予測
を行った調査 (2005)25)などが挙げられる�
人員�予算の削減にもかかわらずサ�ビス拡大
を求められるという今日の厳しい状況を反映し
て� 経済的側面から大学図書館を分析する研究も

多い� 組織内の部門への人員や予算の将来的な配
分割合の決定にデルファイ法を応用した研究とし
ては� 大学図書館における効果的な資源配分を検
討するために� 図書館員� 教員� 大学管理者を対
象に行われた PierceとAndrewによる調査
(1984)43)や� National Cheng Kung大学図書館
における最適な人員�予算配置を決定するために
行われた Kaoによる調査 (1997)44)などが挙げら
れる�

2. その他の研究�文献
図書館の経済的側面からの分析手法の一つに�

第 1表 大学図書館の将来に関する主要なデルファイ調査

発表年 研究者 論題 対象国数 対象者数 ラウンド数

1980
Lancaster; Dragow;
Marks

電子社会における図書館の役割37) 不明 不明 2

1982 Otto
21世紀の大学図書館員� 2000年の利用サ�
ビスと図書館利用教育21) 不明 153 3

1984 Pierce; Andrew デルファイ法によるより効果的な目標設定43) 1 16 2

1989 倉田ら 大学図書館の将来像に関する意識調査15) 1 468 1

1989 Koskiala; Huhtanen
フィンランド�デルファイ調査� 1996年お
よび 2010年の図書館における情報技術利用
度予測38)

8 43 3

1990 樋口 大学図書館の将来に関するデルファイ調査22) 3 329 2

1997 Kao デルファイ法による人員配置と予算配分44) 1 9 3

1999 Feret; Marcinek
大学図書館と大学図書館員の将来に関するデ
ルファイ調査24) 10 28 2

1999 Dwyer
英国保健部門の図書館および情報サ�ビスに
おける研究の優先度と共同研究分野に関する
デルファイ調査39)

1 34 3

2000 Bremner
放送大学の学生と図書館プロジェクト
199940) 1 155 2

2002
Baruchson-Arbib;
Bronstein

図書館情報学専門職の将来像に関するデル
ファイ調査26) 2 120 4以上

2003 Nicholson
電子図書館環境における自動蔵書構築のため
のビブリオマイニング41) 不明 42 不明

2004 Dalrymple; Howze
会議によらない合意形成� デルファイ法によ
る図書館ガイダンスの内容決定42) 1 34 2

2005 Feret; Marcinek
大学図書館と大学図書館員の将来に関するデ
ルファイ調査リロ�デッド25) 19 36 3
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提供するサ�ビスの費用と価値を費用対効果や費
用対便益の視点を用いて評価する費用分析があ
る� 大学図書館における事例としては� デ�タ
ベ�ス提供サ�ビスの有用性を費用対効果により
分析したAjibadeと Leachの調査 (1999)45)が�
公共図書館における事例としては� Robinsonら
の研究 (1994)46)が挙げられる� この手法を用い
た代表的な研究は� 慶應義塾大学文学部図書館�
情報学科による �図書館サ�ビスの費用と価値�
カンタ�等による調査を中心として� (1997)で概
観されている47)�
米国図書館協会 (American Library Associa-

tion: ALA)は�大学図書館における電子的サ�ビ
スについて� 博士課程� 修士課程� 学部課程� 短
大� の区分別に調査した Electronic services in

academic libraries (1996)48)の中で� �将来計画	
として� OPAC� 電子ジャ�ナルの提供� コン
ピュ�タ機器の提供� 資料のデジタル化など 10

項目のサ�ビスについて� 今後 3年間における支
出の増減の見通しを尋ねている�
気谷は�文部科学省の �大学図書館実態調査�49)

のデ�タ項目のうち� 大学図書館サ�ビスの実態
を示すと考えられる年間図書�雑誌受入冊数や電
子ジャ�ナルタイトル数� 相互貸借の借受件数�
参考業務件数など 11項目を選定して調査の指標
とし� 1980年から 2002年までのデ�タを集計
して� 資源� サ�ビス� 提供� 検索という 4つの
側面から指標の変動を分析した50)�
電子図書館を含めた将来像については政策など
の中でも描かれており� 科学技術�学術審議会は
�学術情報の流通基盤の充実について 
審議のま
とめ�� (2002)の中で� 電子図書館の機能及び課
題として� 学術情報発信機能� 学外デジタル情報
アクセス支援機能� 社会貢献� 資料保存を挙げて
いる17)� Bucklandは �図書館サ�ビスの再構築�
(1994)10)において� 図書館サ�ビスの現状や将来
像について� 電子メディアやテクノロジ�との関
わりで論じている� 日本国内の大学図書館に関す
るものでは� 英国図書館コンサルタンシ�サ�ビ
スの �大学図書館の将来� 日本の図書館経営変革
の好機� (1993)51)� 電子図書館研究会専門部会の

�電子図書館時代へ向けての大規模図書館の未来
像� (1996)23)などの研究がある�
このほか� 将来の大学図書館に対する提言や要
望としては� 樋口 (1993)52), 有川 (2002)53)� 松村
(2002)18)� 池内 (2004)20)など多数の文献がある�

B. 大学図書館の将来を主題とする研究の課題

まず� 調査手法であるが� 大学図書館の将来像
を主題とする先行研究においては� 調査手法とし
てデルファイ法がしばしば用いられている� 一方
で� その結果が現実の大学図書館経営に具体的に
生かされたかどうかは明らかでない� 具体的な図
書館経営への応用として� 予算や人員の配分計画
策定などにもデルファイ法が用いられているが�
大学図書館におけるサ�ビス全般に対する調査は
見受けられなかった� また� 本研究の目的は� 実
際の大学図書館経営において目標とされている
サ�ビスの将来像そのものを調査�分析すること
によって� 大学図書館サ�ビスの将来像を描くこ
とであるため� 専門家の意見を集約することで精
度の高い将来予測を行おうとするデルファイ法の
手法をそのまま用いることは適当ではない� そこ
で� 本研究においては� 未来予測調査の代表的手
法であるデルファイ法を参考にした質問紙法を用
いることとした�
質問紙において用いる尺度については� デル
ファイ調査等で用いられる �重要性	 では� 抽象
的であるため現実の経営計画を具体的に表現しに
くいことが予想される� このため� 回答者の意識
が具体的な経営計画に向かい易いよう� 尺度とし
て �支出	 を採用した� �支出	 は� �計画は予算
の裏付けを得てはじめて実行に移される
 もので
あり� �計画実現には充分な予算の確保が必要と
なる
54) など� 現実の経営計画に欠かせない要素
である� また� 管理的立場になければ回答しにく
いため� 大学図書館の経営により近い人�による
回答が期待できることも考慮した�
次に� 調査対象であるが� 第 1表にまとめた近
年の主要なデルファイ調査において� 調査対象国
数は最大でも 19カ国である� 対象者数は倉田ら
の 468名や樋口の 329名が突出しているが� 対
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象国が 1�数カ国にとどまっている� 本研究で
は� グロ�バル化が進む現在における大学図書館
の将来像を描くことを目的とするため� 調査対象
国を限定せず� 世界各国の大学を対象に調査を行
うこととした� また� 世界各国の全大学図書館に
対して調査を行うには限界があるため� 機関レポ
ジトリや� 国内においてはNACSIS�CAT,

NACSIS�ILLなど� 新しいサ�ビスの試みに最
初に取り組んできたのが主に大規模大学図書館で
あり� 米国の大規模大学図書館を中心とする研究
図書館グル�プ (Research Libraries Group)が
大学図書館サ�ビスの新しい動きを生んできたこ
となどを考慮し� 調査対象館を大規模図書館に限
定した� 調査で使用した �大規模大学図書館� の
定義は第 IV章A節で述べる�

III. 大学図書館サ�ビスの分類

支出予想調査に先立って� 将来重要視されるこ
とが予想されるサ�ビスにはどのようなものがあ
るかをあらかじめ調査しておくこととした� そこ
で� (A)大学図書館の将来に関する先行研究や文
献� (B)大学図書館のビジョンステ�トメントや
将来構想などを調査し� 言及されているサ�ビス
を記録して分析を行った�

A. 大学図書館の将来に関する文献に現れるサ�
ビスの調査

2001年以降に発表されたものを中心に� 将来
の大学図書館に期待するサ�ビスについて具体的
な記述があった 13文献 �国内 6� 海外 7� を調査
した�2), 8), 18), 26), 52)�53), 55)�61) 記録されたサ�ビス
は� 国内 18件� 海外 57件� 合計 75件であった�
最も件数が多かったのは� さまざまなメディア
を駆使した研究の援助57)や研究プロジェクトへの
参加58)といった研究支援に関わる分野で� 75件
中 15件 (20	)であった� 次に多かったのは�
キャンパス外からオンラインで教材を提供する遠
隔学習の援助55)� 情報リテラシ�教育18)などの学
習支援に関わる分野で� 13件 (17	)であった�

デジタル情報と紙媒体を有機的に結びつけた

�ハイブリッド�ライブラリ�� の実現�8) やあら
ゆる資料の電子形態での提供60)といった電子情報
源に関わる分野は 9件 (12	)� 24時間 365日の
サ�ビス提供57)や� チャット�電子メ�ルなどに
よるデジタルレファレンスサ�ビス60)など� サ�
ビスの拡大に関わる分野は 8件 (11	)であった�
快適な読書�学習空間の提供など� �場所�として
の図書館を重視55)するものは 6件 (8	)であっ
た� 個別の利用者の要求に適した情報サ�ビス2)

や� さまざまな情報源やツ�ルを統合し利用者ご
とにカスタマイズできる図書館システムの提供59)

といった利用者ごとの個別対応に関わる分野と�
インタラクティブな授業のための援助52)などの授
業支援に関わる分野は�共に 5件 (7	)であった�
ソフトウェアの使い方指導58)のようなコンピュ�
タリテラシ�教育をはじめとする技術支援に関わ
る分野と� 保存図書館としての機能重視52)や電子
情報の保存56)といった資料保存に関わる分野は�
共に 4件 (5	)であった� 大学内における情報発
信機能の重視2)や研究成果の出版58)などの情報発
信に関わる分野は 3件 (4	)� 社会連携や国際連
携の推進53)といった社会への貢献に関わる分野は
2件 (3	)�障害を持つ利用者など図書館利用が困
難な利用者へのサ�ビス56)に関わる分野は 1件
(1	)であった�

B. 大学図書館の将来構想に現れるサ�ビスの調
査

大学図書館の使命や中期的目標を明文化した
ミッションステ�トメントやビジョンステ�トメ
ント� 将来構想など �以下� まとめて将来構想と
呼ぶ� のうち� 大学図書館のWebサイトに公表
されているものを調査した� 調査対象とした大学
は� 蔵書冊数の多い方から海外 10大学 �米国 7

大学�英国 2大学�カナダ 1大学��国内 5大学で
ある62)�76)� 記録されたサ�ビスは� 国内 42件�
海外 31件� 合計 73件であった�
最も件数が多かったのは� 教員との共同による
学生に対する情報リテラシ�教育の強化63)や� 学
習者が必要とする情報の幅広い収集�提供68)な
ど� 学習支援に関わるサ�ビスで� 全 73件中 12
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件 (16�)であった� 次に多かったのが� 電子資料
の収集65)や� 紙媒体の情報源と電子媒体の情報源
双方を学問分野の特性に応じ適切に収集�提供す
る �ハイブリッド�ライブラリ��74) など電子情
報源に関わるサ�ビスで� 9件 (12�)であった�
地域社会との連携63)や� 国内外の各種の協会やプ
ログラムなどに参加する67)といった社会への貢献
に関わる分野は 8件 (11�)であった� 教員の研
究活動を場所やサ�ビス� 技術的援助の提供によ
りサポ�トする71)といった研究支援に関わる分野
と� 大学からの情報発信において企画�立案や発
信情報のポ�タル機能など中心的な役割を担う63)

といった情報発信に関わる分野は� それぞれ 7件
(10�)であった� 文献配送サ�ビスの拡大69)やオ
ンラインレファレンス導入66)といったサ�ビスの
拡大に関わる分野と� 紙媒体�電子媒体の法定納
本図書館としての機能遂行75)といった資料保存に
関わる分野� 清潔で魅力的かつ安全な場71)や休
息�癒しの場65)の提供など �場所� としての図書
館に関わる分野� の 3分野はいずれも 6件 (8�)

であった� 障害者への学術情報提供63)や留学生へ
の支援64)といった図書館利用が困難な利用者に対
するサ�ビスに関わる分野� 教育課程への参加70)

や教員に対する授業でのマルチメディア利用支
援64)といった授業支援に関わる分野は� 共に 4件
(5�)であった�このほか�利用者が自学自習でき
る情報機器の増設66)など技術支援に関わる分野が
3件 (4�)�個�の利用者が求める情報を自動的に
配信するアラ�ト機能65)が 1件 (1�)記録され
た�

C. 将来重要となることが予想される 12のサ�
ビス分野

以上の結果から� 将来重要となることが予想さ
れるサ�ビスを 12分野にグル�プ化した 	第 2

表
� 各分野に含まれるサ�ビスの範囲は下記の
通りである�

(1) 外部電子情報源の提供�デ�タベ�ス� 電
子ジャ�ナル� インタ�ネット上の情報源など�
学外で作成された電子情報源の提供�
電子情報源は� 電子情報源を用いた学習支援�

研究支援や� 学内資料のデジタル化による情報発
信などにも関連するが� ここでは� 電子ジャ�ナ
ルや商用デ�タベ�スなど �学外で作成された電
子情報源� という意味に限定した� 従来の紙媒体
資料の提供に加えて� 近年急激に発達した電子媒
体の情報提供サ�ビスを指す分野である�

(2) 図書館利用の時間的�空間的拡大�24時
間/365日開館� オンラインサ�ビスの拡充� オ
フキャンパスアクセスなど� 利用者全般に対する
図書館サ�ビスへの時間�場所を問わないアクセ
ス�
開館時間の延長など物理的な側面だけでなく�
�テクノロジ�は�図書館に限らず多くの場合�電
子ネットワ�クを介してより広い範囲へサ�ビス
を提供することを目指す
77) ことから� オンライ
ン上で行われうるさまざまなサ�ビス全般を含む
分野である� 分野の名称は� インタ�ネットとパ
ソコンの普及によりこれからの利用者が図書館に
望むものとして松村が挙げた �時間空間を越えた
アクセス
78) を参考にした�

(3) 個人に特化したサ�ビス�My Libraryな
ど� 利用者個別の好みや事情に合わせた利用環境
やサ�ビスの提供�
京都大学や九州大学� Ohio州立大学や Cornell

大学など� 提供する大学図書館が近年増加してい
る �My Library� のように� 個�の利用者が自分
の関心に応じて図書館Webサイトをカスタマイ
ズして利用できるサ�ビスや� SDIのように利用
者の興味�関心に応じた情報を送信するサ�ビス
などを含む分野である�

(4) 学習支援�情報リテラシ�教育の充実� サ
ブジェクトガイドの整備� e-ラ�ニング支援な
ど� 学生の学習活動に対する支援�
指定図書の収集�提供や図書館が学生に対して
行う情報リテラシ�教育など� 学生の学習活動を
支援するサ�ビス全般を指す� 大学図書館の将来
構想に現れるサ�ビスの調査において最も件数が
多く� 大学図書館サ�ビスの中心と位置づけてい
る大学も少なくない�

(5) 研究支援�文献探索� 研究室等に出向いて
行う各種サ�ビス� 研究プロジェクトへの参加な
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第 2表 大学図書館の将来に関する文献および将来構想の調査結果

順位
�件数 /�� サ�ビスの分類 文献中の表現 �出典�

1位
�25件/17�� 学習支援

学習者の情報ニ�ズに応える �Texas大�68)

利用者の学習能力を高めるための情報教育 (Marcum)59)

対面による教育に加えて� 利用者が自ら学べるシステム的な環境
(e-Learning)の整備を図る� �九大�63)

2位
�22件/15�� 研究支援

教員に対する学術コミュニケ�ション教育 (ARL)56)

研究プロジェクトへの参加 (Ducas)58)

主題専門知識を有する図書館職員 �サブジェクト�ライブラリアン�
の確保�養成による研究者へのより高度な支援 �九大�63)

3位
�18件/12�� 外部電子情報源の提供

従来の蔵書に加え� 電子的な情報源�アクセス環境�サ�ビスを総合
的に提供することにより� 教員や学生の情報ニ�ズに応える
�Indiana大�71)

E-コレクションの構築 �デジタル�コンテンツ�サ�ビス� �松村�18)

あらゆる資料の電子形態での提供 (Moyo)60)

4位
�14件/9��

図書館利用の時間的�空
間的拡大

24時間 365日のサ�ビス提供 (Bintli#)57), (Moyo)60)

サ�ビス利用時間の延長� 開架制の拡大等 �東北大�64)

5位
�12件/8�� �場所	 としての図書館

大学や利用者と共に� 清潔で魅力のある安全な図書館空間の維持に邁
進する �Toronto大�76)

休息� リラクゼ�ション� 癒しの機能 �北大�65)

�場所	 としての図書館 �快適な読書�学習空間� �三浦�55)

6位
�10件/7�� 社会への貢献

社会連携�国際連携の推進 �有川�53)

地域や国� 世界において� さまざまな団体や事業� 共同イニシアチブ
に参加する �Chicago大�67)

学外者利用�生涯学習支援サ�ビス �東北大�64)

6位
�10件/7�� 内部情報源の発信

図書館は大学の情報戦略遂行� 特に機関レポジトリの提供において中
心的な役割を担う �Cambridge大�74)

貴重資料等のコレクションや学内で生産される研究成果等の電子化な
ど� 適切なコンテンツ開発の方法並びに検索�提供方法についての研
究開発 �九大�63)

研究結果の出版 (Ducas)58)

6位
�10件/7�� 資料保存

図書館は法定納本図書館としての役割を堅持し� 国内出版物の保存と
維持管理に努める� この役割は� 印刷物と同様に電子出版物も対象と
するものである �Cambridge大�74)

蔵書の体系的構築と資料保存 �九大�63)

9位
�9件/6�� 授業支援

図書館は教育の全過程に参加する �Cornell大�70)

電子的授業支援サ�ビス �東北大�64)

10位
�7件/5�� 技術支援

ソフトウェアの使い方指導 , デ�タベ�スの開発や管理等 (Ducas)58)

電子コレクションへのシ�ムレスなアクセスを利用者に提供するた
め� コンピュ�タ環境を整備する �Indiana大�71)

11位
�6件/4�� 個人に特化したサ�ビス

利用者個
人の要求に適した情報サ�ビス �文科省�2)

さまざまな情報源やツ�ルを統合し利用者ごとにカスタマイズできる
インタ�フェ�スを持つ図書館システム (Marcum)59)

12位
�5件/3��

身体的�言語的アクセシ
ビリティの向上

身体に障害を持つ利用者へのサ�ビス (ARL)56)

障害者への学術情報提供サ�ビス �九大�63)

留学生支援サ�ビス �東北大�64)

10年後の大学図書館サ�ビス
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ど� 教員に対して図書館員が直接に行う研究活動
支援�
教員の活動のうち� 教員自身が行っている研究
活動に対して� 研究補助などの主に人的な側面に
おいて図書館員が行うサ�ビスを指す� 大学図書
館の将来に関する文献の調査で最も件数が多く�
図書館を利用する側からの要望が強い分野である
と考えられる�

(6) 授業支援�教材用資料購入� 授業に必要な
機器の提供や利用指導� e-リザ�ブ構築支援な
ど� 教員の教育活動に対する支援�
教員の活動のうち� 授業など教育に関わる活動
について� �多様な媒体�方法による教材の作
成�提供� 教育活動に伴う情報伝達手段の改
善�79) などさまざまな側面から人的�技術的な支
援を行うサ�ビスを指す分野である�

(7) 技術支援�ハ�ドウェア�ソフトウェアの
提供や利用指導� デ�タベ�スの開発や管理�
Webペ�ジ作成支援など� コンピュ�タ技術面
での利用者支援�
主に図書館内において� パソコンなどの情報機
器やソフトウェアの提供� 利用指導などを行う
サ�ビスを指す分野である� 支出予想調査におい
ては� 学内の他の情報関連組織との関係から� 大
学によって取り組む姿勢が異なることが予想され
る�

(8) 身体的�言語的アクセシビリティの向上�
身体障害者や留学生など� 図書館サ�ビスの利用
に身体的�言語的なハンディキャップがある利用
者に対する支援�
社会の多様化�グロ�バル化に伴い� 利用者も
多様化している� 多くの大学の将来構想において
言及されており� これまでさまざまな理由で図書
館利用が困難であった利用者に対してもサ�ビス
を拡大しようという意識が見られた�

(9) 社会への貢献�他大学�団体や地域への開
放� 生涯学習社会への対応� 国際的な連携など�
学外との連携強化�
従来から行われている国内外の図書館との協力
のほか� 地域住民や卒業生などに対するサ�ビス
拡大の取り組みなど� 学外との連携に関わるサ�

ビスを指す分野である�
(10) 内部情報源の発信�所蔵資料の電子化�公
開� 機関レポジトリ� 研究成果の出版など� 大学
内部�図書館内部の情報源を学外へ公開�発信す
るサ�ビス�
電子ジャ�ナルなどの外部で作成される電子情
報源との区別のため� 学内で生産された情報であ
ることを示す �内部	 を付した� 電子媒体に限ら
ず� 紙媒体による広報紙の発行や研究成果の出版
など� さまざまな手段による情報発信活動を指す
分野である�
(11) �場所	 としての図書館�快適な学習�研
究環境の提供� 会議室やAVホ�ルの貸出など�
�場所	 そのものの提供�
分野の名称は� Birdsallの 
電子図書館の神
話�77) において� 図書館という建物を否定しバ�
チャル化を目指す �電子図書館	 という概念の対
極として提示された概念から採用した� 大学図書
館の将来に関する文献や将来構想調査では� 情報
技術の積極的な導入と並行して �場所	 としての
図書館も重要視されており� 図書館の電子化は図
書館という建物を否定するものではないという
Birdsallの主張を裏づける結果となっている�
(12) 資料保存�保存図書館としての機能重視�
劣化した媒体 �紙�皮革�マイクロフィルムな
ど
 の保存� 情報そのものの保存を目的とする媒
体変換など�
紙など物理的な媒体の保存だけでなく� 電子情
報の保存も含む� 開原が指摘するように �図書館
が新しい時代に適応して電子化された情報を扱う
ようになればなるほど� 古くからある人類の知的
文化遺産を保存し後世に伝えていくという従来の
図書館の機能が重要になってくる�80) ため� 現在
の利用者だけでなく� 将来の利用者をも想定した
重要なサ�ビスの一つであり続けると考えられ
る�質問票における例示は� 竹内 (2001)81)を参考
にした�

IV. サ�ビス分野別支出予想調査

先行研究やミッションステ�トメントの調査か
ら� 将来重要となることが予想される 12のサ�
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ビス分野を設定した� これをもとに� 各サ�ビス
分野に対する支出予想調査を行った�

A. 方法

1. 調査対象
調査対象は� カ�ネギ�分類82)で大規模校に分
類される大学の平均蔵書冊数などを参考に� 学内
の合計蔵書冊数が 100万冊を超える世界各国の
大学図書館とした� 大学図書館� 特に大規模大学
図書館においては� キャンパスや学部単位で複数
の図書館�室が設けられている場合が多いが� そ
の多くは大学の機構上 �図書館� という一つの組
織として位置づけられている� したがって� 本研
究においては� キャンパス毎の独立性が高い米国
の大規模大学など一部を除き� 調査は大学単位で
行うこととした� 調査対象の抽出にあたっては�
大学図書館を含む全世界の図書館を網羅する名簿
で蔵書冊数等のデ�タも収録されているWorld

Guide to Libraries PLUS �以下WGL PLUS�83)

を用いた�学内の合計蔵書冊数が 100万冊を超え
る大学を抽出した結果� 日本を含む 66カ国 748

大学 �国内 57大学� 海外 691大学� が調査対象
となった�

2. 調査手法
調査方法は� デルファイ法の手法を一部参考に
し� 大学図書館長を対象とする多肢選択式の質問
紙法による将来予想とした� 予想に用いる尺度は
サ�ビス遂行に不可欠な要素である �支出�とし�
将来どのサ�ビス分野に重点的な予算配分を行い
たいかについて予想を行うことで� サ�ビス分野
に対する重要度の意識を間接的に測るという手法
をとった� 予想の対象とするサ�ビス分野は� 第
III章において決定した 12分野である�
世界的にインタ�ネット利用環境が普及してい
ることと� 回答�集計の利便性から� 質問票には
Webフォ�ムを使用した� 調査依頼は原則とし
て電子メ�ルで行い� 大学図書館長 �学内に複数
の図書館�室がある場合には� 中央館に相当する
図書館の長� 宛に送付した� 電子メ�ルアドレス
の調査にはWGL PLUSや各大学図書館のWeb

サイト等を利用し� 電子メ�ルアドレスが判明し
なかった大学図書館には電子メ�ルと同内容の依
頼状を郵送した�

3. 質問票
質問票はサ�ビス分野別支出予想とフェ�ス
シ�トの 2部構成とし� 支出予想 13問� フェ�
スシ�ト 7問� 合計 20問とした� サ�ビス分野
別支出予想では� 12のサ�ビス分野ごとに 	A.

サ�ビスの重要度と現在の支出
� 	B. 5年後の支
出について
� 	C. 10年後の支出について
 の 3

つの設問を設けた� 各設問は 4つの選択肢で構成
される� 	A.サ�ビスの重要度と現在の支出
 の
選択肢は� サ�ビスの重要度に見合った支出がで
きており� 支出については現状に不満はないこと
を表す �サ�ビスの重要度�支出��サ�ビスの重
要度と比較して充分な支出ができていないという
現状における不満を表す �サ�ビスの重要度�支
出�� サ�ビスの重要度と比較して支出が多すぎ
る� すなわち該当サ�ビスに対する支出削減の意
向を表す �サ�ビスの重要度
支出��サ�ビス未
導入� あるいは過去に行っていたサ�ビスを停止
したことを表す �支出していない� の 4つであ
る� 	B. 5年後の支出について
 の選択肢は� 他の
サ�ビス分野に優先して予算配分したいという意
識を表す �ほかのサ�ビス分を削って必要額を確
保�� 予算配分における優先度が比較的低いこと
を表す �より重要なサ�ビスに回すために削減��
積極的な経営努力や 5年以内に初期投資を終え
ることなどによる図書館の主体的な支出削減の意
識を表す �基盤整備や効率が進み削減できる��現
在行っておらず 5年後も行う予定はないサ�ビ
スや� 現在行っているが 5年後には廃止したい
サ�ビスであることを示す �支出しない/支出の
必要がなくなる� の 4つである� 	C. 10年後の支
出について
 の選択肢は� ALAの調査 (1996)48)

を参考に� �5年後と同程度でよい�� �増やせると
よい�� �減らせるとよい�� �わからない� の 4つ
で構成した�支出予想の最後には� 12のサ�ビス
分野に含まれないサ�ビスや� 特徴的なサ�ビス
の実績や構想等についての自由記述欄を設けた�

10年後の大学図書館サ�ビス
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フェ�スシ�トでは� 文部科学省の �大学図書
館実態調査�49) の調査項目を参考に� 大学設置者
の種別� 学生数� 教員数� 館長の大学内での役職�
学内図書館�室の総蔵書数� 学内図書館�室の総
職員数 �常勤職員換算��学内図書館�室の図書館
経常経費総額� という図書館サ�ビスの対象や各
種の資源を表す 7項目の指標を用いた� 無記名調
査であることから� 調査結果の分析に用いるため
に設けた設問である� 海外調査においては国名を
回答する項目の必要性についても検討したが� 国
名を回答する項目は敢えて設けないこととした�
これは� 一定の条件を持つ大学図書館における全
体的な傾向を捉えることを調査の目的としたため
である� また� 回答大学の特定につながりやすい
項目を質問票から除いて回答への抵抗感を少なく
することで� 回答率の上昇が期待できることも考
慮した�

4. 調査の実施
a. 予備調査
調査開始に先立ち� 日本語版質問票の内容評価
とWeb上での動作確認のための予備調査を行っ
た� 期間は 2005年 7月 3日から 7月 10日まで
とし� 日本の大学図書館関係者 9名に依頼して全
員から回答を得た� サ�ビス分野の分類や質問票
の枠組みに対して大きな変更を迫られるような評
価はなかったものの� 質問票の要素や用語� 選択
肢の内容等さまざまな面から指摘があった� 予備
調査後� これらの指摘をもとに質問票を修正し�
日本語版質問票を完成させた�
b. 国内調査
質問票の英訳作業と並行して� 調査対象のうち
国内の大学図書館に対し� 海外に先行して調査を
行った�国内の調査対象は�本調査が 53大学�最
新の統計により新たに対象となった大学を対象に
行った追加調査が 4大学で� 合計 57大学であっ
た� 日本の大学図書館については �日本の図書
館�84) で詳しい統計デ�タが得られるため�
WGL PLUS83)で対象大学を抽出後� �日本の図書
館� でも蔵書冊数を確認し� 対象大学の若干の変
更を行った�

本調査の対象となった 53大学に対しては�
2005年 7月 27日から 8月 31日までを調査期
間として質問票への回答を依頼した� 電子メ�ル
アドレスが判明した 46大学には電子メ�ルで�
電子メ�ルアドレスが判明しなかった 7大学に
ついては郵送により依頼を行った� 回答を依頼し
た 53大学のうち 30大学から回答が送信され�
このうち 20大学が記名回答であった� 回答率は
56.6	� 返送された回答における記名回答率は
66.6	であった�
本調査終了後� �日本の図書館�の最新版である

2004年版の電子ファイルを入手して蔵書冊数
100万冊以上である大学を再度調査した結果� 新
たに蔵書冊数 100万冊以上となった大学が 4大
学抽出された� そこで� この 4大学を調査対象に
追加し� 2005年 11月 11日から 11月 30日まで
を調査期間として追加調査を実施した� 回答を依
頼した 4大学のうち 2大学から回答が送信され�
いずれも記名回答であった�
本調査と追加調査とを合計すると� 全調査対象

57大学のうち回答数は 32大学� 記名回答数は
22大学で� 最終的な回答率は 56.1	� 記名回答
率は 68.7	となった�
c. 海外調査
海外調査においては� 質問票は日本語版を英訳
したものを使用し� 依頼等もすべて英語によって
行った� 英訳にあたっては� サ�ビス分野の内容
をよりわかりやすくするため� 例示に若干の追加
をした�さらに� 12分野すべてに日本語版質問票
にはなかった 
コメント欄� を設けた� これは�
国内調査において� 選択肢が �かなり紋切り型で
回答しにくい
 といった指摘を複数の大学からい
ただいたことと� 海外の大学図書館が現在置かれ
ている状況は日本とは異なるため� 回答の背景に
ついてより明確な情報を得る必要があったためで
ある�
調査の対象となった 65カ国 691大学に対し
て� 2005年 9月 27日より質問票への回答依頼
発送を開始した� 電子メ�ルアドレスが判明した
585大学には電子メ�ルで� 電子メ�ルアドレス
が判明しなかった 106大学については郵送によ
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り依頼を行った� 電子メ�ルがエラ�となり送達
されなかった場合には郵送での依頼に切り替えた
ため�郵送による依頼は最終的に合計 172大学と
なった� 調査期間は� 電子メ�ルのエラ�による
依頼送達の遅れや質問票の誤りの修正� 回答督促
等により何度か延長したため� 9月 27日から 11

月 19日までの約 2カ月間となった�
調査期間中� 1大学からは� 自館の蔵書は 100

万冊以下であるため調査を辞退するという申し出
があり� 本来の調査対象であると思われる似た名
前の別の大学を紹介された� このため� 申し出が
あった大学は調査対象から外し� 紹介された大学
については調査対象に追加して調査への回答依頼
を行った� さらに� 郵送先不明で差し戻されたた
め回答依頼未送達となった大学が 1カ国 1大学
あった� したがって� 最終的な回答依頼大学は�
未送達となった 1カ国 1大学を除く 64カ国 690

大学となった�
未送達大学を除いた回答依頼対象 64カ国 690

大学のうち� 73大学から回答が送信された�この
うち記名回答は 20カ国 36大学であった� した
がって� 回答率は 10.5�� 返送された回答におけ
る記名回答率は 49.3�であった�

B. 結果

1. 回答状況
国内�国外調査を合わせた回答状況を� 第 3

表� 第 4表に示す� 全体の回答率が 14�と低い
が�Web上の調査において 3117名に電子メ�ル
で回答を依頼し回答率 9.8�であった Froehleら
の研究 (2004)85)や� 同様に 107,500名に電子
メ�ルで依頼し回答率 3.5�であった Nicholas

らの研究 (2005)86)などの例がある� これらの例
から回答率の低さが予想できたため� 無記名回答

として回答に対する抵抗感が減少するよう配慮
し�調査対象の基準とした 100万冊以上の蔵書を
持つ大学図書館からサンプル抽出を行うことはせ
ず� 全館へ調査依頼を送付することで回答率の上
昇を試み� 10�を超える回答率は確保できた�
質問票後半のフェ�スシ�ト部分の集計は� 第

5表の通りである� 各設問で最も回答数の多かっ
た選択肢を� 太枠で囲んで示した�

2. サ�ビス分野別支出予想調査の集計結果
質問票前半のサ�ビス分野別支出予想部分の集
計は� 第 6表の通りである� 各設問で最も回答数
の多かった選択肢を� 太枠で囲んで示した�
なお� 海外調査で用いた英語版質問票におい
て� Webフォ�ム用の htmlファイルを作成する
際� 12分野すべての �A. サ�ビスの重要度と現
在の支出� の第一選択肢の部分に本来の選択肢と
は異なる部分の文章を誤って貼り付けていたこと
が� 回答依頼館からの指摘で判明した� 指摘を受
けてすぐに修正を行ったが� 修正を行うまでに回
答のあった 28大学の [A]に関する回答について
は欠損デ�タとして取り扱うこととし� �分析対
象外	 として集計した� また� 自館の状況にあて
はまる選択肢がないため設問は無回答とした上で
コメント欄に自館における状況を注記する� とい
う回答方法を採る大学が国内�海外ともに少なく
なかったため� �無回答	も回答大学の状況を表す
選択の一つととらえ� 有効回答に含めている�
a. 厳しい予算状況
支出予想調査の回答からは� 現在の大学図書館
が直面している厳しい予算状況を読み取ることが
できる� 回答大学数が最も多かった選択肢は� 現
在の支出について問う設問 [A]では 12分野中 8

分野で �サ�ビスの重要度
支出	� 5年後の支出

第 3表 サ�ビス分野別支出予想調査の対象数と回答数および回答率

調査対象国数 調査対象大学数 回答大学数 回答率

国内 1 57 32 56.1�

海外 65 691 73 10.5�

合計 66 748 105 14.0�

10年後の大学図書館サ�ビス
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第 4表 サ�ビス分野別支出予想調査の国別発送数�記名回答数集計

調査対象国名
調査対象
大学数

記名回答数 調査対象国名
調査対象
大学数

記名回答数

1 Belgium 6 1 34 Ethiopia 1 0

2 Canada 26 5 35 Finland 7 0

3 China, People’s Republic 86 2 36 France 9 0

4 Czech Republic 2 1 37 Georgia 2 0

5 Denmark 4 1 38 Greece 2 0

6 Germany 59 3 39 Hungary 5 0

7 Italy 18 1 40 India 4 0

8 Japan 57 22 41 Iran 2 0

9 Kazakhstan 5 1 42 Ireland 2 0

10 Malaysia 2 1 43 Israel 3 0

11 Netherlands 9 2 44 Korea, Republic 6 0

12 Philippines 1 1 45 Latvia 2 0

13 Poland 12 2 46 Lithuania 2 0

14 Portugal 1 1 47 Macedonia 1 0

15 Russia 71 2 48 Mexico 1 0

16 Spain 10 2 49 Moldova 3 0

17 Sweden 5 1 50 New Zealand 3 0

18 Switzerland 8 1 51 Norway 3 0

19 U.S.A. 199 12 52 Pakistan 1 0

20 Ukraine 19 1 53 Puerto Rico 2 0

21 Argentina 2 0 54 Romania 4 0

22 Armenia 2 0 55 Saudi Arabia 1 全通未送達

23 Australia 13 0 56 Serbia and Montenegro 1 0

24 Austria 5 0 57 Singapore 1 0

25 Azerbaijan 1 0 58 Slovakia 1 0

26 Belarus 4 0 59 Slovenia 3 0

27 Brazil 3 0 60 South Africa 5 0

28 Bulgaria 1 0 61 Tajikistan 1 0

29 China, Republic 3 0 62 Turkey 1 0

30 Croatia 1 0 63 United Kingdom 26 0

31 Dominican Republic 1 0 64 Uzbekistan 2 0

32 Egypt 1 0 65 Vietnam 1 0

33 Estonia 2 0 66 Zambia 1 0

総合計 748 63

1) 記名回答の多い順�国名アルファベット順
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について問う設問 [B]では 12分野中 11分野で
�ほかのサ�ビス分を削って必要額を確保�� 10

年後の支出について問う設問 [C]では 12分野中
11分野で �増やせるとよい� であった� いずれの
選択肢も� 十分なサ�ビスを行うために必要と考
えられる予算と� 現実に確保可能と考えられる予
算との間のギャップに対する不満を表すものであ

る� 自由記述欄等においても� 十分な予算がある
ならばどのサ�ビスにも十分な予算を充てたいと
いうコメントが多く見られた�
予算に対する不満がある一方で� 設問 [B]にお
ける選択肢別の回答大学数は� 12分野中 7分野
で �より重要なサ�ビスに回すため削減� が最も
少なかった� 設問 [B]に対し� 必要額は他の分野

第 5表 サ�ビス分野別支出予想調査結果 �フェ�スシ�ト�

Q14. 大学設置者の種別
国立 公立 私立 その他 無回答 合計

19 48 30 7 1 105

Q15. 学生数

10,000人
以上

30,000人
未満

30,000人
以上

50,000人
未満

10,000人
未満

50,000人
以上

無回答 合計

14 60 24 6 1 105

Q16. 教員数

1,000人
未満

1,000人
以上

2,000人
未満

2,000人
以上

3,000人
未満

3,000人
以上

無回答 合計

38 32 18 14 3 105

Q17. 館長の大学内での役職
副学長 学部長 教授 事務長 その他 無回答 合計

14 24 25 19 14 9 105

Q18. 総蔵書冊数

200万冊
未満

200万冊
以上

400万冊
未満

400万冊
以上

800万冊
未満

800万冊
以上

無回答 合計

48 31 14 8 4 105

Q19. 総職員数

50人
未満

50人
以上

100人
未満

100人
以上

200人
未満

200人
以上

無回答 合計

20 29 29 24 3 105

Q20. 図書館経常経費総額

5億円
未満

5億円
以上

10億円
未満

10億円
以上

20億円
未満

20億円
以上

無回答 合計

35 29 24 13 4 105

10年後の大学図書館サ�ビス
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第 6表 サ�ビス分野別支出予想調査結果 �サ�ビス分野�

A. サ�ビスの重要度と現在の支出
サ�ビス
の重要度
�支出

サ�ビス
の重要度
�支出

サ�ビス
の重要度
�支出

支出して
いない

�分析対象外� �無回答� 合計

Q01. 外部電子情報源の提供 32 43 1 0 1 28 105

Q02. 図書館利用の時間的�空間的拡大 32 36 3 3 3 28 105

Q03. 個人に特化したサ�ビス 22 28 3 20 4 28 105

Q04. 学習支援 22 41 6 4 4 28 105

Q05. 研究支援 33 29 0 10 5 28 105

Q06. 授業支援 25 27 5 14 6 28 105

Q07. 技術支援 29 26 3 15 4 28 105

Q08. 身体的�言語的アクセシビリティの向上 27 24 8 12 6 28 105

Q09. 社会への貢献 29 25 7 12 4 28 105

Q10. 内部情報源の発信 23 44 4 2 4 28 105

Q11. �場所	 としての図書館 27 41 3 2 4 28 105

Q12. 資料保存 24 41 3 3 6 28 105

B. 5年後の支出について
他のサ�ビス
分を削って必
要額を確保

よ り 重 要 な
サ�ビスに回
すため削減

基盤整備や効
率化が進み削
減できる

支出しない/
支出の必要が
なくなる

�無回答� 合計

Q01. 外部電子情報源の提供 74 1 14 0 16 105

Q02. 図書館利用の時間的�空間的拡大 61 2 26 0 16 105

Q03. 個人に特化したサ�ビス 43 3 26 17 16 105

Q04. 学習支援 62 4 25 3 11 105

Q05. 研究支援 46 5 24 10 20 105

Q06. 授業支援 44 7 17 18 19 105

Q07. 技術支援 45 5 22 18 15 105

Q08. 身体的�言語的アクセシビリティの向上 38 3 25 18 21 105

Q09. 社会への貢献 28 10 32 17 18 105

Q10. 内部情報源の発信 68 3 18 2 14 105

Q11. �場所	 としての図書館 49 8 16 10 22 105

Q12. 資料保存 55 7 23 3 17 105

C. 10年後の支出について
5年後と同程
度でよい

増やせるとよ
い

減らせるとよ
い

わからない �無回答� 合計

Q01. 外部電子情報源の提供 8 84 4 4 5 105

Q02. 図書館利用の時間的�空間的拡大 21 63 7 8 6 105

Q03. 個人に特化したサ�ビス 18 50 4 27 6 105

Q04. 学習支援 23 60 4 12 6 105

Q05. 研究支援 36 44 5 14 6 105

Q06. 授業支援 35 36 6 21 7 105

Q07. 技術支援 28 43 6 22 6 105

Q08. 身体的�言語的アクセシビリティの向上 34 32 6 25 8 105

Q09. 社会への貢献 30 34 4 30 7 105

Q10. 内部情報源の発信 14 72 3 8 8 105

Q11. �場所	 としての図書館 28 53 5 13 6 105

Q12. 資料保存 18 63 5 11 8 105
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の予算を削るのではなく新たな財源を獲得するこ
とによって確保する� といったコメントが多く見
られたことから� 予算削減の流れに受身になるこ
となくさまざまな手段を講じて必要な資源を確保
しようとする積極的な姿勢を読み取ることができ
る�
b. サ�ビスの導入状況
�A. サ�ビスの重要度と現在の支出� におい
て� �Q01. 外部電子情報源の提供� に �支出して
いない� と回答した大学はゼロであった� 回答大
学においては� 地域や大学個別の条件を問わず�
電子ジャ�ナルやデ�タベ�ス等の提供がサ�ビ
スの一つとして定着していると考えられる� �Q
10.内部情報源の発信�と �Q11. �場所� としての
図書館� も� �支出していない� と回答したのはい
ずれも 2大学のみであり� ほぼすべての回答大学
において既に導入済みのサ�ビスであることがわ
かった� これらのサ�ビスは� 大学における研究
成果を発信する機関レポジトリや� 学生サ�ビス
の一環としての快適な学習環境の提供など� 大学
評価などとの関連から近年急速かつ世界的に導入
が進んだものと推察される�
逆に� 設問 [A]において �支出していない� と
回答した大学が最も多かったのは �Q03. 個人に
特化したサ�ビス� で� 有効回答 78大学のうち
20大学がこの選択肢を回答した� My Libraryな
どのサ�ビスは� 国内のインタ�ネット普及状況
や各大学の図書館システムの性能など� 個別の条
件に左右される部分が大きいことから� 大学に
よって導入状況に差が出たものと考えられる�
�Q07.技術支援� と �Q08.身体的�言語的アク
セシビリティの向上� では� 設問 [A]で �支出し
ていない� と回答した大学の 7割以上が� 設問
[B]でも �支出しない/支出の必要がなくなる� と
回答している� �Q07. 技術支援� では 	このよう
なサ�ビスは図書館ではなく学内の情報サ�ビス
部門が行っている
 とコメントした大学が複数あ
り� このサ�ビス分野を全学的な情報サ�ビスの
一環と位置づけている大学が少なくないと思われ
る� �Q08. 身体的�言語的アクセシビリティの向
上� では 	学内の他部署の担当である
� 	このよ

うなサ�ビスの対象となる利用者がいない
 等の
コメントが見られた� この 2分野は� 経営方針や
学生の構成等� 各大学個別の事情が強く反映され
るサ�ビス分野であると考えられる�
c. 10年後における予算配分上の比重と大学個
別の条件との関係
将来において支出増加が明確に見込まれている
サ�ビス分野を明らかにするため� �C. 10年後の
支出について� で �増やせるとよい� と回答した
大学数を集計し �第 1図�� さらにフェ�スシ�
ト項目別でも集計を行った� 12のサ�ビス分野
を回答大学数の多い順に順位付けし� フェ�ス
シ�ト項目の各選択肢によってサ�ビス分野の順
位に差があるかどうかについて� ケンド�ルの一
致係数により c2検定を行った �第 7表��
質問票に国や地域を問う欄は設けなかったが�
国内調査の回答 32大学� および海外調査の記名
回答 36大学� 質問票には無記名でも電子メ�ル
で回答日等の報告があり回答を特定できた 5大
学� 合計 73大学 �全回答大学の 69.5
� につい
ては国が判明した� 判明した国は 20カ国 �全調
査対象国の 31.3
� であった� そこで� 参考のた
め� フェ�スシ�ト項目以外に回答に影響を与え
る可能性のある条件として� 国別および地域別で
も集計を行うこととした� 地域については� 世界
を地理学的にアジア� ヨ�ロッパ� アフリカ� オ
セアニア� 北アメリカ� 南アメリカの 6州に分類
した �六大州� や� 教育に関連する地域分類とし
て� 初等教育を受ける年齢にある子供の人口に
よって世界を 8地域に分類したユネスコ (the

United Nations Educational, Scientific and

Cultural Organization)の EFA classification87)

などいくつかの分類を用いて分析を試みた� この
うち国や他の分類よりも強い相関を示した六大州
による分類を採用し� フェ�スシ�ト項目と同様
に検定を行った�
�増やせるとよい� と回答した大学数による
サ�ビス分野の順位がフェ�スシ�ト項目によっ
て異なるかどうかについて検定を行ったところ�
第 7表に示したように� フェ�スシ�ト 7項目す
べてにおいて有意水準 1
で有意であった� ま
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た� 地域によるサ�ビス分野の順位の差異も� 有
意水準 5�で有意であった� これは� フェ�ス
シ�ト 7項目でどの選択肢にあてはまる大学図
書館であっても� また� 国が判明した回答大学に
おいてはどの地域に属している大学図書館であっ
ても� 将来の支出増が見込まれると考えるサ�ビ
ス分野は同じ傾向を持つことを示すものである�
したがって� 10年後に支出を増加させたいと考

えられているサ�ビス分野の傾向は� 大学設置者
や学生数といった各大学固有の背景や地域に関わ
らず� 一致すると言うことができる�
�増やせるとよい�とは逆に�支出を減少させた
いという明確な意思が持たれているサ�ビス分野
を明らかにするため� �C. 10年後の支出につい
て� において �減らせるとよい� と回答した大学
数を集計し 	第 2図
� さらにフェ�スシ�ト項

第 1図 �C. 10年後の支出について� �増やせるとよい� 回答大学数

第 7表 �C. 10年後の支出について� �増やせるとよい� 回答校のプロフィ�ル別検定

Kendallの一致係数
c2検定の
有意差判定

有意水準

�Q14. 大学設置者の種別� 0.75 0.0081 p�0.01

�Q15. 学生数� 0.84 0.0001 p�0.01

�Q16. 教員数� 0.80 0.0001 p�0.01

�Q17. 館長の大学内での役職� 0.69 0.0009 p�0.01

�Q18. 総蔵書冊数� 0.78 0.0002 p�0.01

�Q19. 総職員数� 0.73 0.0004 p�0.01

�Q20. 図書館経常経費総額� 0.80 0.0001 p�0.01

地域別 0.64 0.0230 p�0.05
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目および地域ごとに集計を行った� 12のサ�ビ
ス分野を �減らせるとよい� と回答した大学数の
多い順に順位付けし� 大学個別の条件によって
サ�ビス分野の順位に差があるかどうかについ
て� �増やせるとよい�と同様にケンド�ルの一致
係数により c2検定を行った �第 8表��
検定の結果� サ�ビス分野の順位の差異は�
フェ�スシ�トのいずれの条件においても有意水
準 5�を超え� 一致しなかった� したがって� 10

年後に支出を減少させたいと考えられているサ�
ビス分野の傾向は� 大学個別の条件により異なる
ことがわかった�
以上のことから� 今回の調査対象大学において
は� 10年後の予算配分において削減を意図され
るサ�ビス分野は大学個別の条件により異なる
が� 10年後の予算配分において重視されている
サ�ビス分野は� 大学個別の条件を問わず同様の
傾向にあるということが明らかになった�

C. 考察

1. 10年後の予算配分において重視されている
サ�ビス分野の傾向

第 1図で設問 [C]の �増やせるとよい� 回答大
学数によるサ�ビス分野の順位を見ると� 上位に
は技術の導入によりサ�ビス拡大が比較的容易な
分野が位置していることがわかる� 電子ジャ�ナ
ルに代表される 	Q01. 外部電子情報源の提供
�
ホ�ムペ�ジや機関レポジトリによる 	Q10. 内
部情報源の発信
� オンラインサ�ビスによる
サ�ビス拡大を含む 	Q02. 図書館利用の時間
的�空間的拡大
� 電子化により貴重書等の利用
可能性が飛躍的に向上した 	Q12. 資料保存
� オ
ンラインチュ�トリアルやサブジェクトゲ�ト
ウェイ等のオンライン学習ツ�ルが注目される
	Q04. 学習支援
 などである�
研究グル�プへの図書館員の派遣や研究テ�マ
情報探索などを行う 	Q05. 研究支援
� 教材作成
支援やカリキュラム編成への参加などを含む
	Q06. 授業支援
 は� 技術の導入で可能となる
サ�ビス分野よりも下位に位置している� これら
のサ�ビス分野は� 海外調査のコメントで述べら
れたように �予算よりも図書館員の時間を必要と
する
 ものであり� 図書館員にとっては負担の大
きいサ�ビス分野である�

第 2図 	C. 10年後の支出について
 �減らせるとよい� 回答大学数
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倉田ら15)や樋口22)の研究結果において� 大学図
書館員のサ�ビスに対する意識は� 電子情報やパ
ソコンの提供といった技術の導入で可能となる
サ�ビスには積極的であるが� 研究グル�プへの
図書館員の派遣や利用者の要求に合わせたサ�ビ
ス� 開館時間の延長といった図書館員にとって負
担の大きいサ�ビスには消極的であったと指摘さ
れている� 消極的とされたサ�ビスのうち� �Q
02. 図書館利用の時間的�空間的拡大� や �Q03.

個人に特化したサ�ビス� のような分野において
は� 進歩した技術の導入で図書館員の負担が軽減
されることにより� 10年後も積極的に取り組も
うとする意識が今回の調査結果から読み取れる�
しかし� �Q05.研究支援� や �Q06.授業支援� の
ように図書館員による直接サ�ビスという性格の
強い分野においては� 未だ消極的な意識があると
考えられる�

2. 導入に積極的な意識が見られるサ�ビス分野
a. 外部電子情報源の提供
�Q01. 外部電子情報源の提供� は� 支出予想調
査の [C. 10年後の支出について ]において� 全体
の回答大学数だけでなく� ほとんどのフェ�ス
シ�ト項目においても �増やせるとよい� という
回答が最も多かった� 10年後の将来において外
部電子情報源の提供が最も重要視されるという方
向性は� 今回の調査対象大学においては� 大学の
学生数や教員数� 図書館の蔵書冊数� 地域などの

さまざまな条件の違いを超えて一致した� 先行研
究や大学図書館の将来に関する文献においてしば
しば指摘されてきた大学図書館における電子情報
源提供の重要性は� 今回の調査の回答大学におい
ても十分に認識されていると言うことができる�
b. 内部情報源の発信
設問 [C]において� �増やせるとよい� と回答し
た大学数が �外部電子情報源の提供� に次いで多
かったサ�ビス分野である� フェ�スシ�ト項目
別でも 2位が最も多く� 順位のばらつきも少な
かったため� 大学個別の条件を問わず重要性が充
分に認識されているサ�ビス分野であると考えら
れる�
国内においては� 科学技術�学術審議会の 	学
術情報の流通基盤の充実について 
審議のまと
め�� (2002)17)や文部科学省の 	学術情報発信に
向けた大学図書館機能の改善について 
報告書��
(2003)2)において� 電子図書館の機能及び課題の
一つとして学術情報発信機能が挙げられているこ
となどが影響を与えていると考えられる� 海外に
おいては� 例えば Cambridge大学図書館の長期
計画において機関レポジトリの提供を通じた大学
への貢献が明記されている74)ように� 機関レポジ
トリの果たす機能が注目されているようである�
EPrints. org による Registry of Open Access

Repositories88)では� 2005年 1月に 249だった
登録機関レポジトリ数89)が 2007年 10月には
951と急増している� このうち国内のレポジトリ

第 8表 �C. 10年後の支出について� �減らせるとよい� 回答校のプロフィ�ル別検定

Kendallの一致係数 c2検定の有意差判定

�Q14. 大学設置者の種別� 0.12 0.90

�Q15. 学生数� 0.04 0.96

�Q16. 教員数� 0.09 0.93

�Q17. 館長の大学内での役職� 0.11 0.70

�Q18. 総蔵書冊数� 0.13 0.65

�Q19. 総職員数� 0.09 0.85

�Q20. 図書館経常経費総額� 0.04 0.99

地域別 0.18 0.73
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は 43件であるが� 39件は 2006年以降に登録さ
れており� 今後も登録が進むことが予想される�
c. 図書館利用の時間的�空間的拡大
�Q02. 図書館利用の時間的�空間的拡大� は�
設問 �C�の �増やせるとよい�という回答が� �Q
01.外部電子情報源の提供�� �Q10.内部情報源の
発信� に次いで 3番目に多かった� フェ�スシ�
ト項目によって 12分野中の順位にはばらつきが
あり� �減らせるとよい� という回答は� 7大学で
はあるが 12分野中最も多かった�
サ�ビス拡大の方向性として� 国内の大学図書
館においては� 開館時間や開館日数が拡大される
傾向にある� 逆に� キャンパス外に居住する学生
が多い� あるいは独自の建物を持たない海外の図
書館からは� 24時間開館の実施は必要なく�代わ
りにオンライン上のサ�ビスや情報源の提供を充
実させる方向にあるというコメントがあった� ま
た� �減らせるとよい� と回答した上で 	人員削減
の予定があるが� このサ�ビス分野は改善した
い
 とコメントした大学もあった� このサ�ビス
分野は� 開館時間延長等の時間的サ�ビス拡大�
ネットワ�クを利用して遠隔地からのアクセスを
可能にする空間的サ�ビス拡大� あるいは人員の
減少をオンライン上でのサ�ビスで補う業務効率
化など� さまざまな方向への展開が可能である�
全体での �増やせるとよい� 回答大学数は上位で
あったにもかかわらず� フェ�スシ�ト項目によ
り順位にばらつきがあったり� 全体での �減らせ
るとよい� 回答大学数が 1位であったりしたの
は� 各大学が� 個別の状況に応じた方向において
サ�ビスを展開しようとしているためであると考
えられる�

3. 学内の他部署との関連が強いサ�ビス分野
a. 技術支援
支出予想調査の結果では� �C. 10年後の支出に
ついて� で �増やせるとよい� と回答したのは
105大学中 43大学で� 12分野中 8位と比較的下
位に位置する� �減らせるとよい�と回答した大学
は 6大学で� �Q02.図書館利用の時間的�空間的
拡大� に次いで 12分野中 2位であった� 支出予

想調査の海外からのコメントで 	このようなサ�
ビスは学内の IT担当部署が行っている
 という
指摘がいくつか見られたように� 学内の IT担当
部署が図書館においてもサ�ビスを行う体制をと
る大学が少なくないことが� このサ�ビス分野の
優先順位がそれほど高くない背景にあると考えら
れる� 学内の他部署とどのような協力体制を取る
かは地域の特性や各大学の事情によりさまざまで
あるようで� フェ�スシ�ト項目別の �増やせる
とよい� �減らせるとよい�の順位にも一定の傾向
は見られなかった�
b. 身体的�言語的アクセシビリティの向上
設問 [C]において �増やせるとよい� と回答し
たのは 32大学で� 12分野中最下位であった�
�減らせるとよい� と回答した大学は �Q07. 技術
支援� と同数の 6大学で� 12分野中 2位であっ
た�
フェ�スシ�ト項目別の �増やせるとよい� の
順位は最高でも 7位で� 12分野中最下位であっ
たものも少なくなかった� サ�ビスの優先順位は
フェ�スシ�ト項目を問わず低いと言える� ただ
し� �減らせるとよい� の順位は� フェ�スシ�ト
項目によって最高 1位� 最低 9位とばらつきが大
きかった�
支出予想調査における海外からのコメントで
は� 	このサ�ビス分野に力を入れている
� 	今後
も拡大が見込まれるサ�ビスである
 等� 図書館
での積極的な取り組みを示す大学がある一方で�
	このようなサ�ビスは大学全体で取り組むべき
ものである
� 	学内の他部署が担当している
�と
記述した大学もいくつか見られた� 	このサ�ビ
スの対象に含まれる利用者がいない
 とコメント
した大学もあった� 10年後に予想される予算配
分において優先順位が低いという点では一致して
いる一方で� サ�ビスの体制や位置づけについて
は大学の方針や個別の事情によるところが大きい
サ�ビス分野であると言える�

4. 新しいサ�ビスの取り組み
大規模大学図書館におけるサ�ビス分野別支出
予想調査において� [Q. 13]として� 回答大学にお
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ける新たなサ�ビスの試みを自由記述形式で回答
する項目を設けた� この設問への回答にも� 将来
の大学図書館サ�ビスの方向性が表れている�
国内の大学図書館においては� 一般市民の図書
館ボランティアの受け入れ� 地方自治体と共同で
の貴重資料のデジタル化� 地域の公共図書館�大
学図書館間における相互貸借サ�ビス �検討中��
県内医療図書館への学術情報提供サ�ビス �検討
中��といった�地域社会への貢献という性格を持
つサ�ビスが目立つ� 学内向けのサ�ビスとして
は� 年に 2�3回の企画展示� 電子的情報デリバ
リ�サ�ビス� オンラインレファレンス� 電子
ブックの提供� 研究動向調査サ�ビス �構想中�
などが挙げられた� フェ�スシ�トとの関連で
は� 地域社会への貢献を挙げた大学は職員数や予
算規模が比較的小さく� 学内へのサ�ビス提供に
関わるものを挙げた大学は規模が比較的大きいと
いう傾向が見られた�
海外の大学図書館においては� 大学に対する
サ�ビスとして� 学位論文の全文デ�タの提供
や� 記録情報管理サ�ビスなどが挙げられた� 学
内向けサ�ビスとしては� ソフトウェアを用いた
統計支援サ�ビス� 研究者の出版活動の支援� 学
部 1年生に対する必修単位の情報教育授業の担
当などが挙げられた� 社会貢献的な性格を持つ
サ�ビスとしては� 政府や欧州連合の寄託図書館
機能を挙げた大学があった�
記述されたサ�ビスの多くは� 地域や国際社会
といった学外へサ�ビス対象を広げたり� 学内に
おいて教育や出版などに関わることでサ�ビスの
範囲を広げたりすることにより� 学術情報流通の
拠点という大学図書館の基本的機能に新たな役割
を付加しようとする取り組みであった� �大学の
構成員	 に �学術情報	 を提供するという従来の
サ�ビス対象やサ�ビス資源を超え� より広い視
野で大学や社会の要請に応えるサ�ビスを行うこ
とが将来の大学図書館サ�ビスの一つの方向性で
あることを� これらの �新しい取り組み	 から読
み取ることができる�

V. お わ り に

社会のグロ�バル化や技術の進歩によるボ�
ダ�レス化が進み� 競争原理の導入や効率化を柱
とする大学改革の流れの中にある現在において
は� 大学図書館においても� 大学への貢献や利用
者である学生や研究者へのより充実したサ�ビス
を追及する必要がある�
このような視点から見ると� 地域や大学個別の
条件を問わず �外部電子情報源の提供	 および
�内部情報源の発信	 が将来最も支出を増やした
いサ�ビスであると考えられているという今回の
調査結果は� 情報技術の発達により電子ジャ�ナ
ルやオンラインデ�タベ�スが急速に普及し� 大
学改革の流れにより大学内部からの情報発信が求
められているというグロ�バルな変化に� 大学図
書館が積極的に対応しようとしている姿勢の表れ
と捉えることができる�
その一方� 将来支出を減らしたいと考えられて
いるサ�ビス分野では� 大学個別の条件や地域の
違いによる一定の傾向は見られなかったものの�
�研究支援	 や �授業支援	 といった図書館員に
とって負担の大きい人的サ�ビスの実施に消極的
な姿勢がうかがえる� 倉田ら (1989)15)や樋口
(1990)22)の研究結果における図書館員のサ�ビ
スに対する意識は� 電子情報やパソコンの提供と
いった技術の導入で可能となるサ�ビスには積極
的であるが� 研究グル�プへの図書館員の派遣や
利用者の要求に合わせたサ�ビス� 開館時間の延
長といった図書館員にとって負担の大きいサ�ビ
スには消極的であった� 本研究の支出予想調査に
おいては� 進歩した技術の導入で図書館員の負担
が軽減されることにより積極的な対応が可能に
なったサ�ビスもあると考えられることから� 支
出を増やしたいサ�ビス分野の上位に �研究支
援	 や �授業支援	 といった人的サ�ビスが現れ
るのではないかと予想していたが� 少なくとも今
回の調査回答大学全体の集計結果においては� 取
り組みに消極的なサ�ビスは 15年を経てもあま
り変化していないようである� ただし� この結果
には� 技術の発展による業務省力化が進む一方で
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電子情報源の維持管理や利用教育など新たな課題
が発生し� 効率化の流れのなかで人員や経費の削
減が進むなど� 図書館員の意識の問題だけではな
い要因も関係するものであると推察する�
また� 今回の調査の過程において得られた回答
大学からのコメントなどからは� 人員や経費の削
減� 業務の効率化と同時に質の高いサ�ビスの提
供を求められるという厳しい状況にあっても� 有
用な技術の導入や外部資金獲得の取り組みなどに
よって可能な限りサ�ビスの水準を維持�向上さ
せようとする意欲を読み取ることができた� 存在
意義そのものが問われるというかつてない厳しい
状況にさらされて� 大学図書館はこれまでにない
積極的で臨機応変な経営手腕を身に着けようとし
て�
本研究において得られた 10年後の大学図書館
の将来像とは� 各大学の個別の状況に応じて予算
配分を行いながら� 電子情報源の提供や大学内部
からの情報源の発信など� グロ�バルな変化に対
応した新たなサ�ビスに積極的に取り組む姿であ
る� 教員などが求めているにもかかわらず実施に
消極的なサ�ビスに対しては� 実施を困難にして
いる原因を探り� 取り除いていく経営的な努力を
行っていくことが� 今後の課題である�
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付録 1 サ�ビス分野別支出予想
調査質問票 �日本語版�

1. 以下に挙げる 12分野の大学図書館サ�ビス
について� 貴館における支出として最もあてはま
るものを� �A� �B� �C� それぞれについてご選択
ください� (Q01�Q12)

�Q01� 外部電子情報源の提供
�デ�タベ�ス� 電子ジャ�ナル� インタ�ネッ
ト上の情報源など� 学外で作成された電子情報源
の提供

�A� サ�ビスの重要度と現在の支出
サ�ビスの重要度�支出
サ�ビスの重要度�支出
サ�ビスの重要度	支出
支出していない
�B� 5年後の支出について
他のサ�ビス分を削って必要額を確保
より重要なサ�ビスに回すため削減
基盤整備や効率化が進み削減できる
支出しない/支出の必要がなくなる
�C� 10年後の支出について

5年後と同程度でよい
増やせるとよい
減らせるとよい
わからない

以下 Q12まで選択肢同じ�

�Q02� 図書館利用の時間的�空間的拡大
�24時間/365日開館� オンラインサ�ビスの
拡充� オフキャンパスアクセスなど� 利用者全
般に対する図書館サ�ビスへの時間�場所を問
わないアクセス

�Q03� 個人に特化したサ�ビス
�My Libraryなど� 利用者個別の好みや事情
に合わせた利用環境やサ�ビスの提供

�Q04� 学習支援
�情報リテラシ�教育の充実� サブジェクトガ
イドの整備� e-ラ�ニング支援など� 学生の学
習活動に対する支援

�Q05� 研究支援
�文献探索� 研究室等に出向いて行う各種サ�
ビス� 研究プロジェクトへの参加など� 教員に
対して図書館員が直接に行う研究活動支援

�Q06� 授業支援
�教材用資料購入� 授業に必要な機器の提供や
利用指導� e-リザ�ブ構築支援など� 教員の教
育活動に対する支援

�Q07� 技術支援
�ハ�ドウェア�ソフトウェアの提供や利用指
導�デ�タベ�スの開発や管理�Webペ�ジ作
成支援など� コンピュ�タ技術面での利用者支
援

�Q08� 身体的�言語的アクセシビリティの向上
�身体障害者や留学生など� 図書館サ�ビスの
利用に身体的�言語的なハンディキャップがあ
る利用者に対する支援

�Q09� 社会への貢献
�他大学�団体や地域への開放� 生涯学習社会
への対応� 国際的な連携など� 学外との連携強
化

�Q10� 内部情報源の発信
�所蔵資料の電子化�公開� 機関レポジトリ� 研
究成果の出版など� 大学内部�図書館内部の情報
源を学外へ公開�発信するサ�ビス

�Q11� 
場所� としての図書館
�快適な学習�研究環境の提供� 会議室やAV

ホ�ルの貸出など� 
場所� そのものの提供
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�Q12� 資料保存
�保存図書館としての機能重視� 劣化した媒体
�紙�皮革�マイクロフィルムなど�の保存�情報
そのものの保存を目的とする媒体変換など

�Q13�貴館で行っている特徴的なサ�ビスや�上
記の分野を超えた新しいサ�ビスがあればご紹介
ください �計画�構想段階のものでも結構です�	

2. 貴図書館�大学についてお伺いします	 前年
度末日現在で� あてはまるものを一つご選択くだ
さい	 (Q14�Q20)

�Q14� 大学設置者の種別
国立 公立 私立

�Q15� 学生数 
院生� 研究生等を含む
10,000人未満 10,000人以上 30,000人未
満 30,000人 以 上 50,000人 未 満
50,000人以上

�Q16� 教員数 
助手� 専任講師を含む
1,000人未満 1,000人以上 2,000人未満
2,000人以上 3,000人未満 3,000人以上

�Q17� 館長の大学内での役職
副学長 学部長 教授 事務長 その
他 � 具体的な職名� �

�Q18� 学内図書館�室の総蔵書冊数
200万冊未満 200万冊以上 400万冊未満
400万冊以上 800万冊未満 800万冊以上

�Q19� 学内図書館�室の総職員数 �常勤職員換
算� 
委託� 派遣� 学生アルバイトは除く

50人未満 50人以上 100人未満 100

人以上 200人未満 200人以上

�Q20� 学内図書館�室の図書館経常経費総額
5億円未満 5億円以上 10億円未満 10

億円以上 20億円未満 20億円以上

付録 2 サ�ビス分野別支出
予想調査質問票 �英語版�

Part 1. �Q01�Q12
 Please check the most ap-

propriate options at your library on the follow-

ing 12 service fields.

Q01: Provision of external electronic scholar-

ly resources

�Provision of Databases, Electronic jour-

nals, eBooks, Internet resources, and all

other digital external resources.

A: Current importance and Expenditure of

this service field

�Importance of this service field is

balanced out by Expenditure for this

service field

�Importance of this service field passes

Expenditure for this service field

�Expenditure for this service field passes

Importance of this service field

�Not spend on this service field

B: Expectation of Expenditure of this ser-

vice field in 5 years

�Secure a su$cient budget by cutting

that for other service fields

�Cut for devoting to other service fields

�Possible to cut by e$ciency drive or

completing initial investment

�Do not spend/Need not to spend on this

service field

C: Expectation of Expenditure of this ser-

vice field in 10 years

�Stay same as in 5 years

�Increase

�Decrease

�No idea

�以下 Q12まで選択肢同じ�
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Q02: Improvement and expansion in-person

and remote access to library services and col-

lections

�24/7 open or extension of opening time,

online reference, o#-campus access, and all

other services that provide anytime-

anywhere access to the library and its re-

sources.

Q03: Tailored services

�Provision of SDI, “My Library”, and all

other services providing tailored informa-

tion/environment to specific user’s needs.

Q04 : Learning assistance for students

�Provision of subject guide, information-

literacy training, support for e-learning, and

all other learning assistance for students.

Q05: Research assistance for faculty

�Provision of liaison services, collaboration

with faculty, and all other research assis-

tance for faculty members.

Q06: Teaching assintance for faculty

�Provision of assintance for developing

teaching materials, e-reserve, use of educa-

tional device, and all other teaching assis-

tance for faculty members.

Q07: IT assistance for all users

�Provision of “Information Commons”, in-

struction for use of hardwares/softwares,

and all other information technology �IT�
assistance for all users.

Q08: Move beyond the library’s walls physi-

cally and linguistically

�Development of services to users with dis-

abilities and linguistically disadvantaged.

Q09: Contribution to society

�Provision of assistance in lifelong learn-

ing, coordination with community and insti-

tutions both domestic and international.

Q10: Information provider of internal re-

sources to the externality

�Institutional Repository, publishing

digitalized library collections, and all other

activities as an Information provider from

your institution to the outside.

Q11: Library as place

�Provision of individual/group-study

rooms, meeting rooms, lounges, and all other

comfortable physical environment and vari-

ous facilities to meet user’s needs.

Q12: Resource preservation

�Digitization, migration, media conversion,

deacidification, functioning as a deposit li-

brary, and all other activities for preserva-

tion of traditional and digital collections.

Q13: Please indicate that if there are any

other characteristic services you provide/will

provide.

Part 2. �Q14�Q20� Please provide us with the

profile of your institution as of the end of last

academic year.

Q14: Type of your institution

National / Public / Private / Other �please

specify� :

Q15: Number of students

Less than 10,000/10,000 to 29,999/30,000 to

49,999/50,000 or more
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Q16: Number of faculty

Less than 1,000/1,000 to 1,999/2,000 to

2,999/3,000 or more

Q17: Administrative relationship of the Li-

brary director to the rest of your institution

Vice-president/Academic dean/Professor/

General manager/Other �please specify� :

Q18: Total number of volumes in the

libraries of the whole institution

Less than 2,000,000/2,000,000 to 3,999,999/

4,000,000 to 7,999,999/8,000,000 or more

Q19: Total number of sta# in the libraries of

the whole institution �FTE�
� Except student assistants

Less than 50/50 to 99/100 to 199/200 or

more

Q20: Total expenditure of the libraries of the

whole institution

Less than $5,000,000 / $5,000,000 to

$9,999,999 / $10,000,000 to $19,999,999 /

$20,000,000 or more

要 旨

�目的� 本研究では� 世界各国の大規模な大学図書館を対象に� 10年後の大学図書館サ�ビスに
対する支出予測調査を行い� 将来の大学図書館サ�ビスの方向性について検討した�

�方法� 調査は 2005年 7月から 11月にかけて行った� 蔵書 100万冊以上を持つ 66カ国 748大
学の大学図書館館長宛に�回答依頼を電子メ�ルで送付した�回答者は�質問紙に示された 12のサ�
ビス分野について� 現在から 10年後までの支出の増減の予測をWebフォ�ムで回答した� 少なくと
も 20カ国の大学から回答があり� 回答率は 14� 	105大学
 であった�

�結果� 調査の結果� ほとんどの回答大学で� �外部電子情報源の提供� と �内部情報源の発信�
が 10年後の重要なサ�ビス分野と捉えられていることがわかった�
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